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銀行リスクと経営破綻のプロセス

権 純珍

<要旨>

銀行リスクと経営破綻の関連性を明確にするために、銀行リスク及び経営破綻確率と経常

破綻の財務状況を定義し、銀行システムの実態を提示する。また、経営破綻の主な原因となる

最大損失の規僕を明示する。銀行のリスクは VaR(Val相川isk)を用いて計量化し、経営破
綻確率はロジット・モデル(LogitMoclel)に基づ、いてモデール化した。

さらに、BIS規制という自己資本比率規制の制約条件下での銀行行動を定式化する。その上

で、損失によって失われる自己資本の規模、つまり健全な自己資本を維持するための追加的に

必要とする自己資本を求めた。損失の多い銀行の場合、自己資本が縮小して早期是正措置の対

象銀行となり、健全な銀行条件を満たさなくなる。

<キー・ワード>

銀行リスク、経営破綻確率、最低自己資本比率、銀行行動、I匂R(Valueat Risk ) 

I はじめに

2008年9月にサブプライム・ローン問題に端を発した米国の投資銀行であるリーマン・ブラ

ザースの経営破綻は、2008年10月の世界金融危機の引き金となりυ、I司年10月にアイスラン

ドは経済破綻し、世界各国の多くの金融機関が経営不安に陥った。その後、2009年11月にはア

ラブ首長連邦・ドバイが509億ドルの債務返済繰り延べを発表し、金融危機が発生した。また、

2010年5月には、欧州連合であるギリシヤが財政危機となった。

金融危機の事前防止と対応のため、米国は2010年7月、金融規制改革法を制定した。欧州連

合(European Union)も、2013年1月にユーロ (Euro)圏の金融安定のための欧州版IMF(国

際金融基金)である欧州安定メカニズム(European Stability Mechanism)を創設する。特

!と、国際的な金融危機の再現防止のため、BIS(間際決済銀行)は、2010年12月に銀行に対する

新たな自己資本比率規制(バーゼル][)の枠組みを設定している。

1 金融危機(通貨危機)とは、通貨価値の暴落や債務返済不能等によって、当該国の金融経済

が危機的な状況に陥ることを指す。
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日本の場合も、いわゆるパフ、ル経済の崩壊後の口本経済の低迷期において、銀行の不良債権

の問題や経営破綻などが生じ、日本の金融システムは不安定となった。それに対し、金融当局

と銀行は構造改革や再編成を行い、銀行システムの安定化と健全化を図ってきた。

1989年3月決算期(平成元年3月)に導入されたBIS規制(信用リスクCreditRiskの規制)、

すなわち国際統一基準の自己資本比率規制は、銀行の健全度を部る指標として、その役割を果

たしている。1998年4月には、金融機関の経営の健全性を確保するため、銀行の自己資本比率

規制に基づく「早期是正措置jが導入された。そのBIS規制は、 1998年3月決算期にマーケット・

リスク (MarketRisk)の取扱いに隠する規制が導入され(マーケット・リスク規制)、2004年6

月にオベレーショナル・リスク (OperationalRisk)の規制を含む「バーゼルIIJと呼ばれるfBIS

規制(自己資本比率規制に関するパーゼル合意)Jの最終案が公表されるなど、数度の改正が行

われてきた。日本では、バーゼルEであるBIS規制が2007年3月決算期(平成19年3月)から実

施された。その後、2008年10月の世界金融危機の契機に国際的な金融危機の再現を防止する

ための新たなBIS規制のバーセ]レEが検討された。2010年11月(G20の韓国・ソウルサミット)

にバーゼルEの規制枠組みが決まり、新規制は10年間の移行措置を経て2019年1月から日本

をはじめとする当該国の銀行に適用されることとなるへ

BIS規制の導入以降に経営破綻した主な銀行は、1995年8月の兵庫銀行、 1996年3月の太平

洋銀行、 1996年11月の阪和銀行、 1997年11月の北海道拓殖銀行と徳陽シティ銀行、 1998年

10月の白本長期信用銀行、1998年12月の日本債券信用銀行、2001年12月の石川銀行、2002

年3月の中部銀行、2003年11月の足利銀行3)、2010年9月の日本振興銀行4)などがある。銀行が

経営破綻した主な理由は、不良債権鳩加による債務超過であった。

再編成された銀行、つまり合併を行った主要な銀行は、 1990年4月のさくら銀行(三井銀行

+太陽神戸銀行)、 1991年4flのあさひ銀行(協和銀行+埼玉銀行)、 1996年4月の東京三菱銀

行(東京銀行十三菱銀行)、2000年4月の三井中央信託銀行(三三井信託銀行+中央信託銀行)、

2000年9月のみずほ銀行(第一勧業銀行+富士銀行十日本興業銀行)、2001年1月の近畿大阪

銀行(近畿銀行+大阪銀行)、2001年4月の三井住友銀行(住友銀行十さくら銀行)、UFJ銀行(東

2 バーゼルEの主な特徴は、普通株式等Tier1の最低所要水準を2%から4.5%に引き上げ、

さらに銀行が将来のストレス期に耐え得るよう、 2.5%の資本保全バッファー (Capital

Conservation Buffer)を保有することが求められ、合わせて7%となることである。また、銀

行セクターを過度の総信用拡大期から守るという、カウンターシクリカルな資本バッファー

(CountercycIical Buffer)が0%"'2.5%の範聞で設定されていることである。Tier1資本比

率は8.5%(最低水準6.0%+資本保全バッファ-2.5%)であるが、信用拡大期には最大11%

(Tier1資本比率8.5%+カウンターシクリカルな資本バッファ-2.5%)となる。総資本比率

は10.5%(総資本最低水添8.0%+資本保全バッファー2.5%)となるが、信用拡大期には最

大13%(総資本比率10.5%+カウンターシクリカルな資本バッファー2.5%)となる。

3 足利銀行は経営破綻後、金融当局の管理化銀行、すなわち国有化銀行となった。

4 日本振興銀行は、1971年7月1日に日本の預金保険制度が発足してから初のベイオフが発

動された銀行である。ベイオフ (payoff)とは銀行が破綻した際、預金者に払い戻される預金

の保証額が元本1000万円とその利息までとする措置である。
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海銀行+三和銀行)、2001年9月の大和銀行(大和銀行+近畿大阪銀行十奈良銀行)、2002年3

月のりそな銀行(あさひ銀行十大和銀行)、2006年1月の東京三菱UFJ銀行(東京三菱銀行十

UFJ銀行)などである。このような大手銀行の合併や統合は、規模拡大による経営体質の強化、

つまり安定性の向上を目的としていた。

2000年代1:入り、都市銀行を中心とした、「ホールデ、イングス (HD)Jまたは「フィナンシャ

ルグルーフ。(FG)Jという「持株会社Jの形で、銀行部門が編成された。主なHD及びFGは、2002

年4月のみずほHD(2003年3月から、みずほFG)、2002年12月の三井住友FG、2001年4月の

UFJHD、2001年4月の三菱東京FG、2005年10月の三菱UFJFG、2003年3月のりそなHD、

2002年2月の三升トラストHD、2007年4月のふくおかFGなどである。乙のような銀行部門

が行ったHD及びFGという大型編成においても安定性の向上と同時に、競争力の強化が目的

とされていた。

不確実性と不完全情報の下で金融業務を行っている銀行は、常に多くのリスクに直面して

おり、そのリスクによって経営破綻ないし倒産に陥る可能性もある。多くのリスクを負ってい

る限り、適正な利潤を得ながら銀行業務を持続できるという「安定性や健全度jを維持できな

くなることもある。また、その不安定性が銀行システム全体に影響を与え、効率的な資金配分

が実現できなくなるだろうへ

本稿では、銀行のリスクと経営破綻のプロセスについて検討することを白的とし、銀行行動

と綬営破綻との関連性、及び経営破綻を引き起こす原因について考察する。銀行リスク及び経

営破綻の関連性を明確にするために、銀行リスク及び経営破綻確率と経営破綻の財務状況を

定義し、銀行システムの実態を提示する。また、経営破綻の主な原因となる最大損失の規模を

明示する。ここでは、予期されない銀行預金の取り付けについては議論しない。

銀行のリスクについては、権・幸村(2007)と同様に、 VaR(Vallleal Risk)により、計量化す

る。リスクの大きさは損失、すなわち、利i問の変動幅を用いて計測できる。そのリスクは、クレ

ジット・リスク(信用リスク)およびマーケット・リスク(市場リスク)とオベレーショナル・リ

スク(業務リスク)によって生じる。銀行の経営破綻確率については、ロジスティック関数(口

ジットモデル)によって求める。ロジスティック関数を用いて破綻確率を定義、分析した研究

として、森平爽一郎(1999)と中村信一(2000)の研究がある。森平(1999)は一般企業を対象

とし、中村(2000)は銀行を対象として分析している。ただし、中村(2000)は、銀行の財務状況

については示していない。薮下史郎(1995)は、照和金融恐慌時におけるプロビットモデルに

基づいて、預金取り付けによる銀行休業の確率を分析している。本稿では、銀行の最大損失と

破綻確率を推計し、その推計結果を用いて、最大損失と経営破綻との関係について分析する。

その際、財務状況については、バランス・シートに基づいて代表的な健全指標である自己資本

比率及び不良債権比率を算定して判断する。財務状況を用いて自己資本比率と銀行健全性と

の関係について分析した研究としては、権・幸村(2001、2002)が挙げられる。

本稿の構成は次のとおりである。第E節では、まず、 VaR(Vallleal Risけにより銀行リスク

5 薮下史郎(1995):173頁。銀行の健全性とは、適正な利潤を得ながら銀行業務を持続する

ことを指し、銀行システムの安定性とは、銀行システムの全体において効率的な資金配分が実

現できることを指す。
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を計量化する。次に、銀行の経営破綻確率について定式化する。また、銀行のバランス・シート

を定義し、それに基づいて銀行の財務状況について説明する。第E節では、前節で定義した銀

行のリスク及び経営破綻確率に基づいて、銀行リスク(損失)と経営破綻確率の推計方法につ

いて説明する。第百節では、本稿での検討結果を総括した上で、今後の課題について述べる。

E 銀行破綻確率(Bankruptcy Probability) 

本稿でいう銀行破綻(Bankruptcy)とは、「銀行が預金・借入金等の負債保有者に対して支

払い不能となる状態Jである。貸出先等の債務不履行によるリスクを、クレジット・リスク (Creclit

Risk)、つまり、信用リスクと呼ぶ。さらに、市場価格の変動により被るマーケット・リスク(Market

Risk)がある。乙乙では、クレジット・リスクとマーケット・リスクの合計を銀行リスクという。

銀行リスクの増加は、破綻確率を上昇させる要因のーっとなり、それにより銀行が経営破綻に

陥ってしまう。銀行の経営破綻とは、銀行の支払能力Csolvency)と流動性(liqui仁lity)が維持

できなくなることを意味するへ

本稿では、支払能力を維持できなくなったときの銀行破綻を分析対象とする。バランス・シー

ト上において、総債務価値が総資産価値によって充足されずに、損失が自己資本を超える状態

で債務超過となり、破綻が発生すると仮定する。ただし、本稿では、銀行取り付けによる破綻に

ついては考慮しないこととし、銀行取り付けにより、健全な銀行が破綻に陥ることはないもの

とする。また、有限責任制度や預金保険制度による、銀行経営者のモラル・ハザードについても

考慮しない。

まず、 VaR(1勺llleα1Risk)による銀行リスクの計量化と、銀行の経営破綻確率について定

義する。次に、銀行のバランス・シートと経営破綻の財務状況を定義し、金融当局等の外部によ

る資金支援と経営破綻の基準について設定する。

I 銀行リスク

銀行リスク(損失)は、 l匂R(Vallleal Risk)の値により定義されるものとする。そのリスク

は予測不可能な確率変数である。j守1Rとは、利潤の変動額が、ある水準以下となる確率をある

値とするときの利潤水準を指す。利1慢の変動幅は翌時点での利1閏と、現時点での利i閏との差で

ある。現在、銀行が保有している各資産(貸出・有価証券投資等)を運用して獲得できる利潤を

日と表示し、来期t+ 1の決算期で得られる利i問 n川から、今期 fの決算期で得られる利潤n，
を引いた変動額を占Eとする。その変動額企日がある水準(-x)を下回るという事象が確率

αで起こるとする。ある水準(-x)とは営業活動停止となる損失額とする。

そのとき、i1nが X以下になる確率がα%である。そのため、1+1期の決算期時点におい
て、損失(-x)を覚悟しておけば、銀行の保有資産は藤本 100(1-a!'1oで安全であることを意
味する。この損失 Xを 1+ 1時点におけるr-VaRJという。
そのVaRについては、

6 流動性の場合、預金者等により要求される流動性が、銀行の保有する流動性を超えたとき

には破綻するという銀行取付けの現象を起こす。つまり、流動性が不足するとき、銀行の破綻

を引き起こす。
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P{企II~玉 X}二日
(2-1) 

と表示される。 (2-1)式はri'lIIがある水準(-X)以下になる確率がα%である」ことを示し
ている。また、XはVaRの{直であり、銀行にとって最大損失額ML(1匂xInlumLoss)を表す。
i'lIIは予測できないため、確率変数として捉える必要がある。確率変数i¥.訂の確率密度関数

r(四)からVaRを)Jとめることができる。すなわち、VaRは

P{血豆-VaR}ニ rRj(皿 )d回二日
(2-2) 

によって算出できる。通常、VaRを算出するとき、未知の保有資産の変動額ではなくて、事前情
報を持っている収益率を利用している。とこでは、利潤の変動額ではなく、利潤変動率を用い

ることとする。その利潤変動率んについては、

品目
=一一 、i'lI1 ~ r_' I1 I1 ，-̂  ̂ '.7 ^^  (2-3) 

と定義する。 (2-3)式において、 らは利i閏変動率、i¥.I1と口は利潤の変動揺と今期決算期の

利潤を表す。ただし、 (2-3)式は単利ベースに基づいている。 (2-3)式を(2-2)式の左辺に代

入すると、 (2-2)式の左辺は

pk区一均Rト町、 pk~-~Rf二日
[口 (2-4)

となる。 (2-4)式の利潤変動率らは正規分布 N仏，りに従っていると仮定する。さらに、

(2-4)式は標準化により、次式のように表示できる。

| 陥R

pJιPι豆二工三こ l~ 日
(J.7 σ.7 

(2-5) 

(2-5)式において、 μzは利潤変動率九の平均値、 στは手1)潤変動率んの標準偏差を表す。

標準正規分布の確率αにおける統計値をZ(α)とし、 (2-5式)の{ }中の右辺について、

I-VaR 
!っん_;， -VaR 
{一一一f=均)、一「-r-z(u)σz
lcyr111  

と表示することができる。したがって、 (2-6)式により、 VaRの値は
VaR二日[Zヤ)σ.，T - J.ら (2-7)

(2-6) 

となる。 (2ー7)式により算出されるVaRは、「占日が X以下になる確率α%Jでの最大損失
額1¥!1L(Maximum Loss)を意味し、銀行リスク(損失)を指す。本稿では、 (2-7)式を用いて、

銀行にとって最大損失額であるrVaRJを推計する。そのI匂R定義については、<図2-1>1::
示しており、確率αについては、1%の水準を考える7)。

最大損失額1¥!1L(Maximum Loss)であるVaRは期待損失額EL(E¥pectatiol1Loss)と非

7 バーゼル委員会はα水準を1%としており、lvlorgan銀行は5%としている。
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期待損失額UL(Unexpectatioll Loss)からなる。つまり、次式のように表示することができる。
A征士EL十UL (2-8) 

(2-8)式の期待損失額 ELは、営業期間中において予想できる損失額であるので、当期利益
を持って ELの相当額を積まなければならない。非期待損失額 ULは景気変動等によって予
想することができないので、自己資本に UL相当額のバッフアーを保有しなければならない。
本稿では、最大損失額1¥1Lについて(2-7)式に基づいて推計し、 (2-8)式においての期待損

失額 ELと非期待損失額 ULの場合は、 (2-8)式を用いて推計するペ

;/凶)

企II(-) 且II(+) 

YσR(-)=ある水準X(ー) 。
く図 2-1 T匂Rの定義〉

2 銀行の経営破綻確率

本稿での経営破絞とは、銀行の貸借対照表上においての債務超過、すなわち損失Xが自己資

本Kを越える状態で支払い不能となることであり、 BRと表示する。銀行の経営破綻BRは、

営業期潤中に発生する不確実的な確率変数である。また、銀行の経営破綻確率とは、損失が自

己資本を超える確率であり、 P(BR)と表示する。

銀行の経営破綻確率 P(BR)は、
。豆P(BR)豆1 (2-9) 

を満たす必要性がある。

(2-9)式を満たすため、一般化線形モデルを利用する。本稿では、ロジット・モテ争ル(u:沼itModel) 

に基づいて銀行の経営破綻確率P(BR)(以下、破綻確率という)を推計する。つまり、経営破綻

に関係する変数の影響力について評価するため、非線形周帰モデルを用いる。まず、 f時点に

おいて、破綻確率 P(BR)，は、以下のような関数(線形回帰モデル)で記述されると仮定する。

すなわち、

P(BR)，=β。+β'lX，+&， (2-10) 

となる。 (2ー10)式では、破綻確率 P(BR)，が銀行リスク(損失)Xによって説明されているこ

とを示している。&，は誤差項であり、相互に独立である平均O、標準偏差σの正規分布に従う

8 最大損失額i況を分析する乙とにより、銀行の損失実態を推計できる。期待損失額 ELは
銀行が計上している貸倒引当金に相当すると言える。非期待損失額 ULについては、 1¥1Lと
ELの差で求められるが、自己資本保全の必要なバッファーである。
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とする。

銀行の経営破綻は(2ー10)式のように単一説明変数のみで説明されるものではない。その

ため、経営破綻確率 P(BR)，を決定する要因として代理変数 BR:を導入し、複数のリスクファ
クター(riskfactors)を説明変数とする線形関係式で表す。すると、次のような線形関係式と

なる。

BR;=yo十九X1t十X2t+・・・・・+YiXjt十円 (2-11) 

(2-11)式は代理変数BR:を被説明変数とし、 rx，、.LY2、…・・、 Xijを説明変数として
いる線形関係式である。 rXぃ Xu-----、xtJの各変数は f時点において、銀行のリスク
ファクターを示しており、 lItiま誤差項である。

BR:とP(BR)，との聞は線形関係にあるとし、 (2-10)式のように表わすと、

P(BR)，二 β。+β'jBR，*+Et 
(2-12) 

となる"0(2-12)式に(2-11)式を代入すると、
P(BR)，=β。+s， (Yo + y，X" + Y2X" +・・・・・+y，X"+V，)+s， (2-13) 

となる。 (2-13)式は線形多変量式である。ただし、 (2-13)式に基づいて、破綻確率 P(BR)，
を推計する場合、 (2-9)式の条件を満たさない。したがって、非線形関係式であるロジット・

モデルを用いて破綻確率 P(BR)，を推計する。
BR:の値がある一定値ω以上であれば破綻するとし、また一定値ω以下であるときには破

綻しないとする。 P(BR)，と ER:の関係について表すと、
P(BR)， ニ 1の場合、 BR:> ω :破綻が発生する (2-14・i) 

P(BR)，二 Oの場合、 BR:亘 ω :破綻が発生しない (2-14・ii)

となる'0'0 (2ー14i・ii)式は銀行の経営破綻条件式とする。 r(!) Jは経営破綻が発生するか否

かを決定する一定の基準値を表す。 rP(BR)， =1]となるときには、条件r(2-14・i)式のBR:
>ωJを満たしていることとなる。

(2 -11)式に基づき、ロジスティック関数によって破綻確率 P(BR)，を求める。つまり、非
線形関数型であるロジット・モデルを用いて経営破綻確率を定式化する。ロジスティック関数

は、

P(既 l=ーよァヱ担:L
i 十exp(-BR，l l+exp(BR，l (2-15) 

となる。このロジスティック曲線BR，について、一般化線形モデルでは、連結関数の逆関数を
利用する必要があるため、逆関数が解析的に求められることが望ましい。 (2-15)式の関数は

BR;= P-' {(BR， l} = logL P~旦~， ~ (2 日)
11-P(BR，lJ 

9 権・幸村(2007)。

10 権・幸村(2007)。
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となり、乙のような変換をロジット変換と呼ぶ。つまり、ロジッ卜変換による銀行の破綻確率

P(BR)，のロジットモデルは

L均O倦Ef塑よ士L均勾叩I印♂(凶B即既州Rκ叫，)ト~r附0け十吋y凶1J品X毛1\+リy九ルμlドJJXιY
l-P(BR，) ) 

(2-17) 

で表現される。 (2-17)式から求められる P(BR)，は破綻確率であり、条件(2-9)式を満たし
ている。 (2ー17)式に基づいて、銀行の経営破綻確率を推計する。本稿では、 (2-17)式から求

められる確率を銀行破綻確率と呼J見破綻確率の推計式については、第E節で述べることとす

る。

3 銀行のバランス・シート

銀行は資産として、支払準備金の現金C、貸出L、有価証券S(取引目的)を保有し、河持に、負

債として預金D、自己資本Kを持っていると仮定する。その場合、銀行のバンランス・シートは

次式のように表示される。

L+S+C~D十K (2-18) 

(2-18)式は簡略化により、中央銀行の借入金や銀行聞の資金貸借などを捨象したものであ

る111。銀行は(2-18)式のバランス・シート制約下で行動(営業活動)すると仮定する。 (2-18)

式の貸借対照表上に計上されない帳簿外取引、すなわちオフ・バランス取引について、債券発

行保証N(NIF: Note lssuance Faci1ities)のみを取り扱っているとする。銀行の資金運用であ

る(2-18)式の左辺の場合、貸出L、有価証券S、債券発行保証枠Nはデフォルト・リスクを伴う

ものであるとし、デフォルト・リスクは債券発行保証Nが一番高く、有価証券5、貸出Lの頗序で

あると仮定する。貸出、有価証券への投資、債券発行の保証を行えば、貸出金利位、有価証券収

益率円、債券発行保証手数料らという収益が得られるが、それぞれの収益率は所与であると

する。 fpl 、 IS~rNJ は粗収益率であり 12)、収益率の大きさは「九， >rS>rLJであるとする。 frN>
rs> 'iJという仮定下では、利潤の最大化を目的とする銀行行動の原理から言えば、有価証券

の投資S及び貸出Lの残高ゼロということもあり得る。しかし、本稿では債券発行保証Nの限界

費用とデフォルト・リスクの和は、有価証券投資5の限界費用とデフォルト・リスクの和よりも

高いものとし、また有価証券投資Sの限界費用とデフォルト・リスクの和は、貸出Lの限界費用

とデフォルト・リスクの和よりも高いものとする。それにより、リスク凹避という銀行行部Jを

考慮し、有価証券投資S及び貸出Lのゼロ残高という行動は存在しないことになる。

銀行は常に貸倒れリスク、有価証券キャピタル・ロスのリスク、債務保証先の債務返済不履

行リスクを負っている。したがって、期末における貸出Lの返済額、有価証券投資Sの回収額、

債券発行保証Nの債務返済額は確率的であり、確率変数で表わされる。その変数をめ、。s、()N

で表わす。すると、期末において、貸出Lの返済額は()LL、有価証券投資5の回収額はθ'sS、債券

発行保証Nの債務返済額はθNλをなり、それぞれの収益は()Lr/L、。srsS、θλぺ.vNとなる oここ

11 権純珍(1994):187頁~188頁。ここでは、 3資産・ 2負債、 1オフ・バランス取引という単純

な銀行バランス・シートを導入するが、銀行行動を分析する際の不都合は生じない。

12 rN、tk、JKは粗収益率、つまり元利合計金利である。例えば、ηは「貸出金利+IJを示す。
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で、Bl.は不確実な貸倒れリスクに、θsは不確実な価格変動や売却による損失リスク1:、θλrは債

務返済不履行リスクに依存する。ただし、0三五 BL' Bs・0λr三五1である。支払準備金の現金C

については、業務上の決済や預金引出等のための支払い準備金であって、収益もリスクもが生

じないものである。支払い準備金の現金Cにおいて、貸出Lと有価証券投資Sへの運用ができず

に失われる機会費用については明示的には考慮しない 13)。また、支払準備金の現金Cの保有に

よる取引費用はかからないものとする。ただし、銀行は常に、預金残高に対して一定比率の現

金Cを保有する。

銀行の資金源である (2-18)式の右辺の場合、預金Dは預金金利らを支払うものとする。ら

は与えられるものとし、預金市場で決まるものと仮定する。自己資本Kの場合、資本市場を通

じて獲得するものとし、自己資本Kの1単位当たりにf'i-:Jという配当金を支払う。らは所与で

ある。

銀行が資金調達・運用を行う際には、それに要する物件費、人件費などの営業費用がかかる

が、物件費と人件費について銀行の営業費用関数として表す。設備(庖舗)の1単位当たりの営

業費用、すなわちj苫舗1単位当たりのレンタル価格はら、従業員(行員)の1人当たりの営業費用、

すなわち従業員1人当たりの賃金はルとそれぞれ表示する。

4 銀行の経営行動

銀行は、利潤Hの最大化を目的として行動する経済主体である。銀行の利i間口について、 (2

-18)式のバランス・シートに基づき経営活動を行う場合、次のように定義する。

II = B，/'，L -L+ Bs''sS -8+θλ":vN -N -I'DD -'"K 争(L、S、丘、 'jv)

型(D、K、2〉、 'j，.)-I'(N、丘、1'"，) 
(2-19) 

(2-19)式の口は確率変数としての利i関を表す。申 (L、S、丘、'jv)は貸出Lと有価証券への投資

Sを行う際の取引費用関数、 W(D、 K~IE 、 'j，.)は預金Dと自己資本Kを調達する際の取引費用関

数である。I'(N、丘、1'/1')についは、債券発行保証Nを行う際の取引費用関数である。債券発行保

証Nの場合、貸出Lと有価証券投資Sに与える影響がなく、預金Dと自己資本Kの規模にも依存

せず、独立的な取扱いが可能である。

銀行は(2-18)式のバランス・シート制約条件の下で、利潤最大化の行動をしなければなら

ない。そのため、 (2-19)式の銀行利潤日について、制約条何である (2-18)式を fD=L十s+
C-jむに変形して、 (2-19)式に代入すると、次の(2-20)式のように書き直される。

IIB =(θfFL Fb1)L十(θ's''s
-
''0 -1l8十(θ'，vl'"-llN-，'oC -('" -''o)K 

中(L、S、I'E、1'..)-1jJ (D、K、ら、 'j，.)-I'(N、F』、1'"，) 

(2-20) 

13 支払準備の現金Cの機会費用は、預金金利である (2-20式を参照)。しかし、本稿ではその

機会費用を取り上げない。
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(2-20)式の利潤日Bは、バランス・シート制約条{午下で行動するときに得られる利潟である。

銀行はバランス・シート制約条件の下で、金融当局からの国際統一基準の最低自己資本比率

規制(BlS規制)を受けなければならない。そのため、自己資本比率の規制を受けるときの銀行

利潤を求める必要性がある。まず、国際統一基準の自己資本比率をρと表示し、 rP Jについて
次式のように定義する。

β
'

一
十
一
K

一i
↓二
V
わ

り
R

ふ二K

一
〔
一p
 (2 -21) 

(2-21)式のρは、 2010年11月に規制枠組みが決まった「新たな自己資本比率規制(BlS規制:
'41 バーゼ、ル皿)J に基づき、単純化した自己資本比率である〉まず、 (2~21)式の分母 RWA は、リ

スク・ウエイト・アセット額を示しており、バランス・シート ((2~18)式)とオフ・バランス取引に基

づいて算出するものである。乙乙ではその算出方法を省略している。次に、 (2-21)式の分子

はバーゼルE基準の自己資本を表しており、 K，は基本的項目白己資本(Tier1)、αは資本保
全バッファー(CapitalConservation Buffer)問、 K，は補完的項目白己資本(Tier2)、日は
カウンターシクリカルな資本バッファー(CountercyclicalBuff，日)16)を示す。 K，について、
国際統一基準の自己資本に算入できる補完的項目は、貸借対照表上の自己資本高(基本的自己

資本 K，)を上限とする印。K，について、銀行が将来のストレス期に耐え得るよう、「αjとい
う資本保全バッファー(CapitalConservation Buffer)を加える。また、総資本最低水準

(( K，十 α)+ K，)について、銀行セクターを過度の総信用拡大期から守るための、 rsJとい
うカウンターシクリカルな資本バッファー(Countercyc1icalBuffer)が設定されている。通

常期には発効しないβは、信用拡大期において貸出や有価証券投資に対する抑制ファクター

の役割を果たすものでもある。予想、できない銀行損失に対する規制値であるα及びβは(2

8)式の非期待損失 ULを保全するバッファーであると言える。本稿では、 ULを資本保全に必

要なバッファーの大きさであるとし、規制の現実値との比較を行う。

国際統一基準規制上(BlS基準)の最低自己資本比率をrP Jであるとすれば、 rP Jの定義
式は(2-21)式の自己資本比率により、

14 国際統一基準の自己資本比率規制について、Pのように単純化しでも分析上の大きな問

題は生じない。特に、pは銀行の最低目標自己資本比率(targetratio)である。最低目標自己資

本比率とは、銀行がBlS規制の最低自己資本比率(13%)、すなわちトリガーレシオ(triggerratio・

規制介入開始の自己資本比率)を常に維持できるよう、設定される自己資本比率である。

15 ij却注2)を参照。

16 脚注2)を参照。

17 補論のバーゼルE基準を参照。
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一~ - (K，+日)+K，+β
p~p 二

RWA (2-22) 
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となる。 (2-22)式は、いわゆるBlS規制と呼ばれる自己資本比率規制の定義式であり、 rp J 
の値はBlS規制の下限値、すなわちトリガーレシオ(triggerratio:規制介入開始自己資本比率)

である。つまり、pは、銀行が必ず維持しなければならない最低自己資本比率である。また、 (2

22)式により、次式のような関係式に表すことができる。

p~三 P (2-23) 

(2-23)式の不等式は、国際統一基準の自己資本比率の規制条件である。銀行は、BlS規制の下

限値pをクリアすることが義務付けられており、この義務を果たせなかった場合には、金融当

局から業務制限命令を受けることとなる。つまり、当該銀行は金融当局より「早期是正措置18り
という命令を受け、 f早期是正措置の命令Jによる自己資本比率の規制下に直面する。銀行不良

化の事前防止策である「早期是正措置J の発動により、~該銀行は営業活動が制約されると同

時に、;不良債権を縮小するなど健全化に努めなければならない。

(2-22)式の自己資本比率について、 KB=(K，十日)十K2十日とおき、
K
B孟示(R附)I~書き直し、次式のような等式に表す19)。

KB=五(RWA) (2-24) 
(2-24)式の K

B
は、規制上の最低自己資本比率pを満たすときの国際統一基準自己資本の

大きさである。銀行の自己資本高が規制の最低自己資本を下回る場合、規制上の最低自己資本

比率p(規制の下限値)を満たすことができなくなる。

(2-20)式の利潤nBと、国際統一基準の最低自己資本比率(規制の下限値)を表している(2
24)式に基づき、ラグランジュ関数型を導入する場合、次式のようになる。

II~ =(8]][ ら 1)L+(8s]s -]" -1)S十(Bλ，，]:， -l)N -rDCー(rKーら)K

争(L、S、F祉、 l'll')-qr(D、K、]E、l'll')-1、(N、yk、rw)

十 λ{KB 戸(RWA)l (2-25) 

(2-25)式の Hiは当該年度(決算期)において、バランス・シート制約条件下で、 (2-23)式の

自己資本比率規制を受けているときの利潤である。 (2-25)式は、 (2-23)式の自己資本比率

規制を受けているとき、銀行が直而する利潤最大化の問題に対する関数を表しており、利i国最

大化を求める。銀行が規制 tの最低自己資本比率を維持していれば、金融当局からの早期是正

措置命令を受けることなく営業活動ができる。 (2-22)式と(2-25)式から明らかなように、自

18 1998年4月に導入された日本の早期是正措置については、補論の表2を参照。その措霞に

よると、健全な自己資本の銀行とは、海外営業拠点を有する銀行に係る国際統一基準の場合、

自己資本比率が8%以上、海外営業拠点を有しない銀行に係る国内基準の場合、自己資本比率

が4%以上である。8%未満、あるいは4%未満の銀行は当局から資本の僧強に係わる措置の命

令を受けるとととなる。しかし、新たに導入される「バーゼルIIIJの規則に基づいて、早期是正

措置における命令対象の自己資本民分についても再設定が必要となる。

19 Rfχ4の最適解がr"lJ点解であるとするので、不等式の代わりに等式を用いる。
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己資本比率の規制下では、銀行が信用リスクウェイトの高い貸出や有価証券投資及び債券発

行保証を抑制し、資産のリスク負担を少なくするように努める抑。自己資本比率の規制を受け

るときの利潤Hiは、規制を受けないときの利潤 rrBに比べて減少していることが判る。 (2-
25)式のλは自己資本比率規制の“シヤドウ・プライス"を示している。つまり、当局による自

己資本比率規制の下限値pの引き上げは、銀行の期待利潤を低下させるという意味で、限界期

待利潤を表すものである。

(2-25)式の利潤Hiが正である銀行は、早期是正措置の命令を受けることなく、健全な銀

行として正常な営業活動を続けられる。しかし、銀行の利潤 Hiが負となり、自己資本比率規

制の下限値を維持できないときには、早期是正措置の命令を受けるようになり、不健全銀行と

なる。 (2-25)式において、「利潤 Hi<初である場合、損失Xが生じて赤字決算の計上となる。

本稿では、当該年決算期時点で、その損失Xを計上するとき、自己資本Kと支払準備現金Cを

もって補填するものとする。銀行の利潤日;が負(-rr!)、つまり損失(=-rr!)が生じると
き、自己資本Kと支払準備現金Cをもって損失Xの補填に当てるので、健全銀行としての自己

資本比率の基準値(規制の下限値)を維持できなくなる21)。その当該銀行は営業活動を続ける

ことはできるものの、金融当局から経営破綻の事前防止策である「早期是正措置Jの命令を受

けることとなる。

(2-25)式の利潤 Hiが負になるのは、次の条件を満たすときである。つまり、

i) rθL、8s、。'"， Jく I

立)rθI九三三 I'D+ 1J、r 8s月三三 I'D+lJ、r8λ，'r"， 壬1J
(2-26) 

のときである。 i)について、返済・回収の確率変数である「句、。s、θλ，Jの値がr1J以下と

なるとき、貸出や有価証券投資及び債券発行保証(オフ・バランス取引)について100%の元本

を回収できなくなり、損失ないし不良債権が発生することを意味している。五)について、逆利

ざやを表しているので金利損失が生じる。

単年度において、利潤E;が負になっていても経営破綻に陥ることはない。つまり、銀行が
一時的に負の利潤Hiを計上しても(赤字決算)、支払い能力と流動性が維持されているのな

らば、経営破綻することはない。しかし、 (2-25)式の利潤口iの期待値が負となる場合、当該
銀行は経営破綻に陥るものとする。当該銀行の期待利潤E(IT!)は、 (2-25)式の両辺に期待
値をとることによって求められるものとする。すなわち、期待利潤E(rr!)は(2-25)式により、

20 (2-22)式と(2-25)式!とおいて、異なる信用リスクウエイトを掛けて算出した信用リスク・ア

セットは、現金、貸出、有価証券、オフ・バランス取引等によるものである。信用リスクウエイト

の高い貸出や有価証券及びオフ・バランス取引は、(2-22)式の自己資本比率と(2-25)式の利i簡

を減少することになる。準備現余Cは信用リスクウェイトがゼロである。

21 単年度において、損失Xを計上する銀行が自己資本Kと準備現金Cをもってその損失X

に当てるとしても、支払い能力を維持している限りは、再建不可能な経営破綻に陥る乙とはな

し3。
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E(ロ~)={E(θ'JI'L - I'V -l}L+{E(Bs}s -''0 -1}8+{E(BN)ル llN-I'DC-(九ら)K

争(L、S、日、 I'w)-lY(D、K、丘、 'i，.)-r(N、口、ら)

十λ{KB 示(RWA)l (2-27) 

と表される。 (2-27)式において、期待値で示されているのはE(θ'L)， E(内)、E(B，v)、の3

つのみである。ここで、 ρの値について、自己資本比率規制のド限値pを維持できるよう、銀行

自らが設定するものであるとする。

r BL、Bs、θλ，Jの値がrlJ以下となる場合、損失Xが発生する。損失Xを計上するときの

銀行利i閏を IIxと表示し、 (2-25)式の利潤式のように表わすと、

n， = (Bi'I'L ら1)L+(θ九 I'v-1)8 + (8，;: ':¥' -1) N らC-(I'K -l'D)K 

中(L、日、日、1'11')甲(D、K、FK、'i，.)-r(N、'E、I'w)

十λ{KB-p(即冗)l (2-28) 

となる。 (2-28)式の利i筒IIxは「 θL、Bs、θλ，Jの{直がru以下となり、貸出L及び有価証券
投資Lと債券発行保証Nにおいて損失Xを計上するときの手1)潤 IIxである。 (2-28)式の OJ
及び OJとりは、貸出L及び有価証券投資Lと債券発行保証Nにおいて返済ないし閏収の確

率(θL、弘、 BN)が1以下となるときの値である。 (2-28)式の利潤 IIxは、 (2-25)式の

利潤Hiに比べて低い値である。
(2-27)式の利潤Hiと(2-28)式の利潤 IIxとの差額は、損失Xを意味する oその損失X

について、次式のように表示する。

x= I1~-n， (2-29) 

(2-29)式の損失Xは(2-1)式の VaRが示している損失の意味と一致する。 (2-29)式の

損失Xについては、自己資本Kをもって直接償却するものとするm。その損失Xを計上すると

き、 (2ー18)式の銀行バランス・シートは、

4+~+~=~+~ a-300 
となる。 L，は貸出Lの回収額(θJL)、S，は有価証券投資Sの回収額(B{S )を示している。

D， 、C，ド、 K
る。また、オフ.バランス取引の債券発行保証NのλNヘ~ソxlはま、債衛手務若返j済斉履行金額(θり'，;:N)を表わす。
Lx、S，、N，、C，、 K，の{直は、捜失部分を償却した後のものである。そのため、 (2-30) 

式の大きさは(2-18)式に比べて小さい。つまり、銀行が損失Xを直接償却することで、バラ

ンス・シートの縮小変化を意味している。

(2一3ω削0ω)式の白己資本Kむ匂x点E
引いたものを示す。銀行預金Dの場合、損失を計上しても、その規模には影響を与えないもの

とし、 (2-18)式の預金Dと(2-30)式の預金D，とは同じ規模であるとする。銀行は一般的
に赤?ず決算(損失)を計上しても、一般公衆から資金を預かる(預金D)という金融サービスを

22 不良債権引当金について、準備現金Cを当てることとする。
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続けると同時に、その預金Dについて払い戻しの保証をしなければならない。そのため、銀行

は損失Xを生じても、預金Dに対する金融サービスの行動を変えることなく行うものである。

支払準備現金Cの場合、銀行は損失Xの一部に対して、損失の引当金として支払準備現金Cを

もって補うもの(償却)とするので、Cは減少して(2-30)式の規模 Cyとなる。
損失Xを計上するときの自己資本比率を ρxと表示し、 (2-30)式のバランス・シートとオ

フ・バランス取引 (N，.)に基づき、国際統一基準の自己資本比率の定義式である (2-23)式を

用いると、 Pxは、次のようになる。

Px =iKn+日)十K，n+β
RWAy (2-31) 

(2 -31)式の Pxは、損失Xを計上するときの自己資本比率であるため、 (2-2])式のρより

も低くなると同特に、BIS規制の最低自己資本比率pを満たすこともできなくなる。そのとき、

(2-22)式の条件式に基づくと、次のような自己資本比率の関係式が成立する。

P~三 P> Px (2-32) 

(2-32)式の不等式は、銀行が損失を計上すると、規制の最低自己資本比率を維持できなくな

ることを示している。 (2-3])式について、 rKy主ん(R附 x)Jに書き直し、次式のような
等式に表示する問。

Ky=Px(R附 x) (2-33) 

Kyはr(Kn十日)十KX2+βJを表す。また、 Kyは損失Xを計上するとき、国際統一基準の

自己資本の大きさである。 (2-33)式の自己資本 Kyが(2-24)式の規制上の最低自己資本

KBを下回り、次式のような関係式が成立する。
KB > Ky (2-34) 

(2-34)式は、損失Xを計上するときの自己資本 Kyの値は、規制の自己資本比率を維持して

いるときの自己資本Kよりも減少していることを示す。それは次のような関係式で表示できる。

Ky二 KB-X (2-35) 

(2-35)式は、損失Xを計上するときの自己資本 Kxを示すものである。つまり、 K，は自己
資本Kから損失Xを差し引いたものである。また、損失は K とKyとの差額と等しくなる。

(2-18)式のバランス・シートから、損失Xを計上するときのバランス・シートである (2

30)式を差し引くと、次式のようになる。

(L -Ly)+(S -Sy)十(C-C，)=(K -Ky) (2-36) 

(2-36)式において、左辺はバランス・シート上での損失の規模であり、右辺の (K -Ky) 

は損失Xによって償却された自己資本の規模を示す。 (K-Ky)はオン・バランス・シート上

において、BIS規制の最低自己資本比率を維持するために必要とする自己資本(純資産の部)の

規模である問。特に、オフ・バランス取引の債券発行保証NからNの返済確率8Nがr1 J以下と

23 貸出L、有価証券投資S、現金準備高Cの最適解が内点解であるとするので、不等式の代わ

りに等式を用いる乙とができる。

24 自己資本(純資産の部)の規模とは、BIS規制の最低自己資本比率を維持するための必要な

基本的項目自己資本の規様である。純資産の部とは、貸借対照表上の「資本の部Jを指す(2007

年3月決算期から変更)。
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なるときの債券発行保証 N，を差し引いた値、つまり、Nの領失である f(N-N，)Jはオフ・
バランス取引であるため、オン・バランス取引の(2-36)式には表示されない。ここでは、債券

発行保証Nの損失部門(N-Nx)について、 (2-36)式の(C-C)をもって調整されるもの

とする。また、 (C-C，)が正である限り、預金引出請求などの決済に対して必要となる流動

性は維持できる。しかし、銀行の財務状況がfK-K，三五OJである場合、債務超過が生じ、流動
性の維持ができなくなる。つまり、銀行は経営破綻する。

(2-36)式における左辺の損失規模及び、自己資本比率規制の下限値を維持するための追

加的な自己資本規模の推計について、 (2-7)式及び(2-8)式を用いて算出する。

E 経営破綻確率及びストレス・テストの推計式

第E節では、第E節で定式化した銀行リスク及び経営破綻確率の定義式に基づいて、銀行の

リスク及び経営破綻確率、ストレスによる損失規模についての推計方法を述べる。まず、銀行

の経営破綻を定義した上で、それぞれの推計方法について述べる。

1 銀行の経営破綻とリスク

第H節で述べたように、債務超過が自己資本を超える状態で破綻が発生すると仮定する。換

言すると、損失額Xを負の利潤とし、銀行の利潤口と自己資本Kの合計がゼ口、または負のと

きである。

日+K三三日 (3-1) 

口は今期末に決まる確率変数であり、負の場合には今期の最大損失Xであるとする。Kは前期

に決まるものとして所与であるとする。前述のように、銀行リスクの発生によって損失額Xが

大きくなるにつれ、損失額の大きさが自己資本Kを超えて経営破綻が生じる。

銀行リスクX(最大損失額ML)について、第E章の(2-7)式を用いて定式化する。すなわち、
(2-7)式のff'匂'R=rr何日)σx μJJに基づいて銀行リスクXを表示することができる。こ
こで、 (2-7)式のrv.αRJの代わりに「銀行リスクXJを差し替えて、銀行リスクXについて次
式のように表示する。

x=口[zいk メ，J (3-2) 

(3-2)式が示しているように、銀行リスクX(銀行の最大損失)は当該年決算期の利潤口、利

潤変動率の標準偏差 σド利潤変動率の平均値メら、有意水準の統計値Zヤ)によるものであ

る。 (3-2)式を用いて銀行の最大損失Xを算出する。また、この式を用いて最大損失Xに対す

る各変数の寄与度を求める加。 (3-2)式は、第H節の(2-3)式で説明しているように、単利ベー

スに基づくものである制。

(3-2)式の銀行リスクX に(2-25)式の利潤Hiを代入することにより、銀行リスクXに
ついて、次式のような一次線形関係式として表示することができる。

X = X{RBL，k'/"/'TC，A，μρσJ (3-3) 

(3-3)式は、銀行リスクXの関数式である。 RBLは「旬、 Os、θ人， Jの代理変数として、総

資産高に対する不良債権残高の比率を表わす。 kは総資産高に対する自己資本高の比率で、国

25 最大損失に対する各変数の寄与度についての詳細は補論②を参照。

26 連続複利ベースの場合、X{VaR)=rrll-eσぷa}+p，jである。詳しくは補論①を参照。
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際統一基準の自己資本比率ρの代理変数である。 rは収益率を表しており、総資産高に対する

当期利潤の比率である。 rrcは総資産高1::対する総費照の比率を示す。Aは総資産高で銀行規

模を示す。 μzは利潤変動率の平均値、 σzは利潤変動率の標準偏差を表す。XI::対する説明

変数の符号条件はそれぞれ、 RBLはr+ J、kはr-J， rはr-J、l'rcはr+ J、Aはr-J、メんは

r -J、σzはr+Jを表わす。

2 銀行の経営破綻確率

銀行の経営破綻とは、前述のように、銀行が支払能力(solvency)と流動性(]iquidity)を維

持できなくなることによって発生するものである。経営破綻は、主として、銀行リスクの増加

によって生じると仮定する。経営破綻確率とは、リスク増加により支払能力不能となる確率、

すなわち債務超過(損失)が白己資本を超えて経営破綻する確率を意味する。つまり、 (3ー1)

式のrIT+K三玉川となる確率である。

銀行の経営破綻確率 P(BR，)について、 (2-1 0)式と (3-3)式に基づいて次のような一次

線形関係式として表示することができる。

P(BR，)二 y(四 'L，k，r，l'TC，A，ん川) æ-~ 
(3-4)式は、銀行の経営破綻確率 P(BR，)の関数式である。目的変数 P(BR，)に対して説明

変数の符号条件はXがr+ Jであることにより、 RBLはr+J、kはr-J、Fはr-J，'rcはr+ J、
Aはr-J、Jんはr-J、σzは「十jである。

経営破綻を判断するため、経営破綻の判別関数式DVを導入する。つまり、経営破綻の判別

関数式DVについても、 (3-4)式と閃じく (2-10)式と (3-3)式を用いて、次式のように定

式化する。

DV = o{RBL，k， r，/7-C ，A，ん川) a-5) 

(3-5)式により、経営破綻であるか、または非経営破綻であるかを推計する。つまり、 (3-5)

式ではrRBL、k、人 l'rc、A、j/;r、 σ"Jの説明変数を用いて経営破綻の有無を判断する。

DV (Discriminate Variable)は経営破綻の有無を示す非説明変数である。 DVの場合、破綻

銀行は1、非破綻銀行はOとする印。

3 経営破綻確率の推計式

経営破綻確率の推計式について、 (3 心式の経営破綻確率 P(BR，)を第E節のロジットモ

デルの (2-1 7)式に代入し、次の一次線形式のように定式化する。つまり、銀行の経営破綻確

率 P(BR，)の推計式は、

Logit P(BR，) = Yo十九RBL十y，k十九r+Y4'TC +y，A+y，ん十ησz十E，
(3-6) 

と書く乙とができる。 (3-6)式の説明変数において、 rRBL、l'rc、σ"Jの上昇は経営破綻
確率を上昇させるものであり， r k， r、A、μJの上昇は経営破綻確率を低下させるものであ

る。 (3-6)式から求められる確率P(BR，)はro豆 F恒久)記Jである。

27 経営破綻銀行の破綻確率P(既)は1、非経営破綻銀行のP(既)I初であるとするので、
破綻銀行は1、非破綻銀行はOとする。
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銀行の経営破綻、または非経営破綻を判断するため、 (3-5)式の経営破綻判別関数式を用

いて推計式を定式化する。つまり、

DV=δ。+δ'!RBL十5，k十53r+ 5，rTC十5，A+ 56メ人十5，σ，(3-7) 
(3-7)式の目的変数(非説明変数)DVは、破綻銀行はrlJ、非破綻銀行はrOJとし、経営破綻の

有無について判別する。

3 ストレスによる損失の推計式

ストレスによる損失の推計式について、 (2-8)式の損失定義式と(3-6)式の経営破綻確率

推計式に基づいて、定式化する。つまり、銀行のストレス・テスト式は、

XE = 70 + 7!RBL十九k+ 73'十九rrc十九A十76P.，十九σz十7sDllm十円
(3-8) 

とする。 X，はストレスによる損失規模である。 (3-6)式の説明変数において、九Dllmは金
融ショックのダミー変数、つまりストレス変数を表す。

日r 結び

本稿についてまとめると次のようになる。まず、銀行のリスクを計量化し、それに基づいて

経営破綻及び経営破綻確率を定義した。銀行のリスクはVaR(Valueat Risk)を用いて計量化

し、経営破綻確率の推計式はロジット・モデル(LogitModel)に基づいてモデル化した。次に、

銀行のバランス・シートと、BIS規制(バーゼル盟)という制約条件下での銀行利潤を求め，その

利潤に基づいて損失を定式化した。その上で、損失を計上するときのバランス・シートを用い

て、損失によって失われる自己資本の大きさについて明らかにした。その自己資本規模により、

健全な自己資本を維持するための追加的に必要とする自己資本規模を計量化した。その自己

資本規模は健全な銀行及び管理化銀行と経営破綻銀行に対する判断基準になる。

分析結果は次のとおりである。第11=、銀行リスクについて、利潤の変動隔を損失として表現

することで、計量化することができる。経営破綻確率の場合、ロジット・モデルによって定義さ

れた経営破綻確率にリスクをはじめとする複数の説明変数を導入することで求められる。第2

に、財務状況はバランス・シートと自己資本比率規制(BIS規制)の制約条件下で求めたもので

ある。財務状況を示す銀行利潤の場合、貸出及び有価証券投資と債券発行保証の返済・回収確

率が低くなるほど、利i聞が減少する。その:fIJi問減少が損失発生原因のーっとなる。第3に、損失

発生により、自己資本比率規制の下限値を維持できなくなる。その損失により、自己資本が縮

小して早期是正措置の対象銀行となり、さらには経営破綻銀行となる。

今後の課題として以下の点が挙げられる。まず、本稿で定義した銀行及び経営破綻確率と経

営破綻の財務状況に基づいて、銀行システムにおけるリスクと経営破綻に対する要因分析を

行うことである。次に、銀行の実際データを用いて、銀行リスクと経営破綻確率、健全な銀行及

び管理化銀行と経営破綻銀行に対する判断基準に基づく実証分析を行わねばならない。銀行

健全度の実態を把握できるよう、ストレスによる損失テスト行うことである。その結果により、

銀行リスク要凶や経営破綻のフ。ロセスについて明確にすることが求められる。乙れらの結果

を受けて、政策上の含意を提言していかねばならない。以上の課題については別稿で論じてい

く。
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補論
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②最大損失の寄与度について

X(v.αR)= n(Z(α)σz ん)
上の式について両辺に対数logをとると、 logX= logn + log(Z(日)σz μJとなる。
また、両辺にlogXで割ると、次の式のように表示できる。

logXニ竺EJog(z(日)σzーん)
logX logX logX 

上の式に慕づいて、 σzの寄与度について求めると、次式のようになる。

log(Z(日)σzVz) 判α)σz
._-------

logX .. (Z(a)a.，十ん)
また、 μxの寄与度については、次式のようになる。

log(Z(日)σz Vx)ーん
一一
logX ハ (1恥 )σz十ん)

@規制上の最低自己資本比率

。バーゼル班基準

2019年3月決算期から導入される「バーゼルE基準(新BIS規制)における規制上の最低自

己資本比率jは、分母のリスク・アセット額に対して、分子の最低自己資本額を13%以上とする

ものである。つまり、バーゼルE基準の規制最低自己資本比率Pmは

刀日1+ηer2 控除項目
PlI1三 三三 13%
リスク・ウェイト・アセット
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と表示される。13%とは、Tierl最低水準6%、資本保全バッファ-2.5%、Tier2等最低水準2%、

カウンターシクリカルな資本バッファー2.5%(最大水準)の合計である。ただし、Tierlのコア

は普通株及び余剰金とし、優先株を除外する。そのコア最低水準は4.5%である。特に、バーゼ

ルmでは、準補完的項目の自己資本であるTier3を廃止する。
ii)バーゼルE基準

2007年3月決算期から導入された「バーゼルE基準における規制ーとの最低自己資本比率jに

ついて、分母のリスク・アセット額は、信用リスク・アセット額CRA、マーケット・リスク・アセッ

トMRAとオベレーショナル・リスク・アセットORAの合計額である。分子の最低自己資本額

については、基本的項目(Tierl)、補完的項目(Tier2)と準補完的項目(Tier3)となっている。規

制の最低自己資本額に対して、信用リスクの所要自己資本 RCc、マーケット・リスクの所要

自己資本RC'Jとオベレーショナル・リスクの所要自己資本 RC。を算入しなければならない。

規制上の最低自己資本比率は分母のリスク・アセット額に対して、分子の最低自己資本額を

8%以上とするものである。つまり、バーゼルE基準の規制最低自己資本比率 ρEは
Ti日 1+ Tiel'2十Tiel'3 控除項目

ー主 8% Pn二 CRA+ JvfRA + 0削
と表示する。

<表1>所要自己資本の算入例
リスク区分 Tier 1 Tier 2 Tier 3 

信用リスク 資本勘定+連 その他有価証券の評価差益 Tierl額が信用リ
結子会社の少 の45%相当額十土地の再評 スク・アセット額
数株主持分一 悩差益の45%相当額+一般 の4%を上回る場
営業権連結 貸倒引当金十負債性資本調 合、上回る額の

調整勘定 達手段十期限付劣後{責務(償 250%の短期劣後
還期限が5年超)十期限付優 債務。ただし、
先株 Tierl額が信用リ

信用リスクと 信用リスクと同様。
スク・アセット額

マーケット の4%を下回る場
リスク 同様。ただし、 ただし、 rTier 1の額jを上

合には算入しない。
所要自己資本 限とする。また、fT肥r1の寄む
の少なくとも の250%の限度内で) rTieI 
28.5%は必要 3Jを代替することができる。

オベレー オベレーショナル・リスク相当額1:::12.5を乗じた額の8%。オベレー
ショナル ショナル・リスクに対する自己資本の算入額は規制上の最低所要
リスク 自己資本の20%。

出所)権純珍・幸村千佳良(2007)の122頁(表1)。

按|糸項目

他の金

融機関
資本開

達手段
の額

注1)rTier lJは償還を行う蓋然性を有する株式等の発行について、発行株式額は発行時の
fTier lJの15%を限度とする。
注2)rTier 2Jの算入可能額はrTierlJから fTier3Jを引いた差額を七限値とする。ただし、
一般貸倒引当金は自己資本比率算式の分母の1.25%を限度とする。期限付劣後債務と期限
付優先株はTierl額の50%を限度とする。自己資本比率算式の分母とは、「信用リスク・アセッ
ト十(マーケット・リスク相当額X12.5) + (オベレーショナル・リスク相当額XI2.5)J。
注3)fTier 3JはrTier1額jが信用リスクの4%を上回る額の250%。マーケット・リスク相当
額の7分の日に相当する額及びfTier1額Jのうち最も小さい額を上限とし、 fTier1額Iが信
用リスクの4%を下回る場合には算入しない。
設4)マーケット・リスクにおいて、 fTier1の額J(所要自己資本の少なくとも28.5%)は他の
リスクをカバーしていないこととする。
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④日本の早期是正措置制度

<表2>日本の早期是正措置制度
自己資本比率

区 分
海外営業拠点を 海外営業拠点を 命令の主な内容
有する銀行 有しない銀行

(国際統一基準") (国内基準，，)

命令 健全な
非対象 自己資本 8%以上 4%以上
区分 A 

経営の健全性を確保するための合

過少 理的と認められる改善計画(原則

第1区分 自己資本 4%以上8%未満 2%以上4%未満 として資本の培強に係る措置を含
B むものとする)の提出の要求及び

その実効の命令

次の自己資本の充実に資する措置
に係る命令

1資本の増強に係る合理的と認め
られる計図の提出及びその実行

2配当又は役員賞与の禁止又はそ
の額の抑制

著しい 3総資産の圧縮又は倍加の抑制
第2区分 過少

2%以上4%未満 1%以上2%未満
4取引の通常に照らして不利益を

の1 自己資本 破るものと認められる条件によ

C る預金又は定期積金等の受入れ
の禁止又は抑制

5一部の営業所における業務の縮

6本I古を除く一部の営業所の廃止
7業務の縮小又は新規取扱いの禁
I土

特に 自己資本の充実、大幅な業務総小、

第2区分
著しい 合併又は銀行業の廃止等の措置の

過少 。%以上2%未満 日%以上1%未満 いずれかを選択した上で、当該選
の2
自己資本 択に係わる措置を実施することの
D 命令

第3区分 E 日%未満 。%未f詩 業務の全部または一部の停止命令

出所権・幸村(2007)の123頁(表2)。

注1)日本の早期是正措置は1996年6月に成立した「金融機関等の経営の健全性確保のための

関係法律の整備に関する法律Jに基づいて、 1997年7月に設けられた大蔵省令である。

注2)国際統一基準とは海外営業拠点を有する銀行の基準。国際統一基準のリスク・アセット(信

用リスク・アセット額十マーケット・リスク相当額を8%で除じて得た額)に対する国際統

一基準の自己資本(Tier1:基本的項目の自己資本+Tier2・補完的項目の自己資本十Tier3: 

準補完的項目の自己資本)の比率。

注3)園内基準とは海外営業拠点を有しない銀行の基準。国際統一基準のリスク・アセット(信

用リスク・アセット額)に対する国際統一基準の自己資本(Tier1基本的項目の自己資本

十Tier2・補完的項目の自己資本 有価証券含み益の45%相当額)の比率。
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